
 
 

令和元年度 地産地消推進状況報告 

 

平成２２年３月に邑南町における地産地消推進の基本的なルールを定めた「邑南町地

産地消推進条例」を施行してから、１０年が経過した。本報告は、邑南町地産地消推進

条例第８条第２項の規定に基づいて、地産地消推進状況の令和元年度実績についてまと

めたものである。 

 

Ⅰ 取り組みの成果 

１．重点推進項目 

（１）学校給食  

①令和元度実態調査 

学校給食における町内産品の使用実態について、納入伝票のデータを基に実施 

 

○ａ金額ベース                              （単位：千円） 

品 目 

Ｒ１ Ｈ３０ 

仕入金額 うち町内産 町内産使用率 仕入金額 うち町内産 町内産使用率 

米 3,806 3,755 98.7% 3,792 3,753 99.0% 

野菜･果樹 11,204 2,780 24.8% 11,191 3,102 27.7% 

牛 肉 1,619 1,568 96.8% 1,952 1,941 99.4% 

豚 肉 1,724 1,719 99.7% 1,865 1,865 100.0% 

鶏 肉 1,994 - 0.0% 2,418 - 0.0% 

たまご 441 219 49.7% 386 204 52.8% 

うち生卵  239 219 91.6% － 

 

－ － 

うち加工卵 202 - 0.0% － － － 

小  計 20,788 10,041 48.3% 21,604 10,865 50.3% 

牛乳･乳製品 8,206 - 0.0% 8,977 - 0.0% 

冷凍･加工品 17,800 98 0.6% 17,786 49 0.3% 

合  計 46,794 10,139 21.7% 48,367 10,914 22.6% 

※表中の記号… ０：単位未満、－：該当なし 

 

 

 

 

 

 



 
 

○ｂ重量ベース                              （単位：㎏） 

品 目 
Ｒ１ Ｈ３０ 

仕入重量 うち町内産 町内産使用率 仕入重量 うち町内産 町内産使用率 

米 10,929 10,845 99.2% 11,016 10,915 99.1% 

野菜･果樹 23,715 10,241 43.2% 26,816 11,943 44.5% 

牛 肉 317 290 91.5% 367 361 98.4% 

豚 肉 1,519 1,514 99.7% 1,529 1,529 100.0% 

鶏 肉 1,337 - 0.0% 1,641 - 0.0% 

たまご 896 623 69.5% 787 609 77.4% 

うち生卵  645 623 96.6% － 

 

－ － 

 うち加工卵 251 - 0.0% － － － 

合  計 38,713 23,513 60.7% 42,156 25,357 60.2% 

※表中の記号… ０：単位未満、－：該当なし 

 

○ｃ野菜・果物の納入割合  

 
Ｒ１ Ｈ３０ 

農家･組合 産直市 商 店 農家･組合 産直市 商 店 

金額(千円) 1,242 1,492 8,470 3,386 1,542 6,263 

 割合 11.1% 13.3% 75.6% 30.2% 13.8% 56.0% 

重量(㎏) 4,635 5,387 13,693 10,408 6,271 10,137 

 割合 19.6% 22.7% 57.7% 38.8% 23.4% 37.8% 

※表中の記号… ０：単位未満、－：該当なし 

 

② 学校給食の現状分析 

・令和元年度の食数は158,833食で、平成30年度の171,119食より12,286食減少して

いる。 

・県の食材仕入れ状況等調査（調査対象期間：6月及び11月の第3週）の結果では、

町の地場産物活用割合は45.2％で、平成30年度の49.2％より下がっている。 

また、令和元年度島根県平均は54.4％で県平均も下回っている。 

（※地場産物活用割合は、食品数ベースで算出） 

・重量ベース町内産使用率は60.7％で、平成30年度の60.2％を若干上回っている。

しかしながら、取引先農家の高齢化等により、品目や生産量は減少傾向である。

また、気象状況や病害虫、鳥獣被害の影響を受けた時期もあったようである。 

食材を地元産の野菜でできるだけ多く賄うよう努めている。 

 



 
 

 

（２）木材利用 

① 公共建築物での町産材利用 

 

新築の公共建築物がなかったため、県産材・町産材の利用実績はない。 

 

（３）堆肥活用 

① 循環型農業の確立を図るため町内産堆肥利用 

 

令和元年度も飼料用稲作付圃場への堆肥散布により、地域で生産される牛糞堆肥を地 

域内の圃場へ還元している。飼料用稲作付面積は41ha、814tの堆肥を散布した。 

 

Ⅱ 活動状況 

１．地産地消推進本部 

（１）地産地消推進本部(庁議) 

開催日 内   容 

2月22日 
・地産地消推進に関する状況の取りまとめ及び公表について確認 
令和元年度地産地消推進状況の報告 

 

２．地産地消推進協議会 

（１）専門部会 

① 学校給食部会 

開催日 会議名等 内   容 関係者 

5月14日 第1回部会 学校給食の現状について 
学校教育課 
養護教諭 

8月23日 第2回部会 

食の安全について 

地産地消の推進について 

意見交換 

学校教育課 
学校給食会 
栄養教諭 

1月7日 第3回部会 

来年度予算について 

食中毒対策について 

意見交換 

学校教育課 
学校給食会 
栄養教諭 

3月1日 第4回部会 

今年度実績について 

新年度予算について 

新型コロナウイルス感染症に係る対応について 

学校教育課 
学校給食会 

 


